コラム　【習慣的行為と憲法上の保障】
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事例問題

　公立中学校Xは、Xに通う生徒Yに対し、学校給食の際に「いただきます」を強制することはできるか。
朝日新聞　2005/11/14 声より

つい先頃、道内のある中学校で、生徒の母親から「学校側に給食費を払っているのだから、うちの子に『いただきます』を言わせないでほしい」という要望が出た…。
論点
上記問題を、憲法学的な視点で考える。

まず、「いただきます」という挨拶の性質を考えると、単に日本人が食事をする際のマナーであり、習慣的行為と言える。日本の食文化において一般的慣習であり世俗的な「いただきます」を、義務教育である公立中学校がマナーを身に付けさせる指導の一環として強制することは、目的・効果・目的と効果の関連性から見て妥当である。

しかし一方、「いただきます」というのは表現行為である以上、それを言わない権利があるはずである。よって、「いただきます」を言わない生徒がいても表現の自由、思想・良心の自由により保護されるはずである。判例によると、宗教上の理由に基づく「剣道」の不受講を理由に生徒を処分することは違法であるとし、信教の自由を厚く保護しようとしているのが窺える。本事例の場合信教の自由ではないものの、思想・良心の自由という内心に関わる問題であるため、同様に精神的自由として尊重されるべきである。

本題では、公教育と家庭教育との価値理念の衝突を、どのように折り合いをつけるかを出発点とし、習慣的行為がどの程度憲法上の制約を受けるのかを議論したい。

参考

・学校給食法の立法目的

第２条の一「日常生活における食事について、正しい理解と望ましい習慣を養うこと」

・津地鎮祭事件際高裁判決

「・・・それは宗教とかかわり合いをもつものであることを否定しえないが、その目的は建築着工に際し土地の平安堅固、工事の無事安全を願い、社会の一般的慣習に従った儀礼を行うという専ら世俗的なものとして認められ、・・・憲法二〇条三項により禁止される宗教的活動にはあたらないと解するのが妥当である。」

